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１．平成 25年度から 27年度 ＪＡ共済３か年計画について 

平成25年度から27年度までのＪＡ共済３か年計画では、「より地域に密着したＪＡ

らしい事業活動の展開」「連合会のＪＡ指導・サポート機能等の強化と経営の効率化」

を事業展開の基本的考え方とし、組合員・利用者との信頼関係の強化と満足度の向上

に向けて、次の各種施策を着実に実践してまいります。 

（１）地域密着の事業推進 

ＪＡ・ＪＡ共済の特長である、「フェイス・トゥ・フェイス」の対応により、組

合員・利用者に万全の保障を提供するために、地域特性に応じた支店別推進方策を

とりまとめたエリア戦略を全ＪＡに導入し、組合員・利用者との信頼関係の強化と、

次世代層等のニューパートナーの拡大を図ります。 

〔取組施策〕 

① ＪＡにおけるエリア戦略の導入・展開 

保障充足の促進と事業基盤の維持・拡大に向け、ＪＡにおいて、地域特性に基づ

くエリア戦略の策定と、それに基づく事業量目標の設定、推進体制の構築および推

進活動の導入・展開に取り組みます。 

 

② ３Ｑ訪問活動を通じた保障点検の完全実施と総合保障の実現 

全戸訪問活動である３Ｑ訪問活動について、当計画期間内に全ＪＡにおいて「保

障点検」を機軸とした活動にステップアップします。 

また、保障点検と連動し、仕組改訂事項の案内の徹底により、介護の保障拡充等

生活全般における万全な保障の確立に取り組みます。 

 

③ ＬＡの生産性向上とスマイルサポーターの育成強化 

これまでのＬＡの要員確保に重点を置いた体制作りから、ＬＡの生産性向上に軸

足を置いた推進力向上への取組みに変革します。 

また、支店窓口を事務中心の拠点から推進も担う拠点へと進化させ、スマイルサ

ポーターからＬＡへの情報提供や窓口推進を拡充する等、ＪＡ全体の推進力向上に

取り組みます。 

 

④ 中核的利用者層への事業活動の強化と共済未加入者への訪問活動の強化 

磐石な事業基盤を構築するため、組合員・利用者のニーズに応えた推進活動を強

化するとともに、共済未加入者への訪問活動および次世代・若年層との接点拡充を

強化する。特にニューパートナーの中でも20～30歳代の子育て世代を重点対象層と

した各種取組みを展開します。 

 

 

別紙１ 



 

- 2 - 

（２）契約者・利用者満足度の向上 

地域密着の事業推進と合わせ、「便利な手続き」、「迅速な事務処理」を実現する

ことにより、契約者・利用者満足度の向上を追求します。 

〔取組施策〕 

① 契約者・利用者が安心・便利・速いと感じる対応の実現 

契約者とＪＡ共済が関わるあらゆる場面において、契約者が安心、便利、速いと

感じる事務処理や契約者対応を実践し、契約者・利用者満足度のさらなる向上を図

ります。 

 

② Kinds’12の導入・定着等による事務の軽減および契約者・利用者対応力の強化 

Kinds’12の導入・定着等による事務の軽減を、前述①の契約者・利用者対応力

の強化につなげます。 

 

③ 大規模災害発生時においても万全な損害調査・支払査定態勢の構築 

大規模災害発生時においても迅速性と適正性を確保しうる万全な損害調査・支払

査定を行うため、連合会とＪＡによる一体的な損害調査・支払査定態勢を構築しま

す。 

 

（３）連合会改革の実行 

上記のＪＡでのエリア戦略の導入の実現および契約者・利用者満足度の向上のた

め、連合会は、ＪＡ指導・サポート機能の強化に取り組みます。 

このＪＡ指導・サポート機能の強化に経営資源を注力するため、県域を越えた機

能集約等の組織改革に取り組みます。 

〔取組施策〕 

① ＪＡ指導・サポート機能の強化 

ＪＡへの指導・サポート機能の拡充を図るため、現行の連合会職員の育成体系か

らＪＡへの具体的な指導・サポート手法等のすべてのプロセスを見直します。また、

最適な指導・サポート体制の構築に向け、他機能の効率化を図りつつ要員配置のあ

り方を抜本的に見直します。 

 

② 広域拠点への機能集約等の組織改革による専門性の向上と効率化 

厳しい事業環境の下、前述のＪＡ指導・サポート機能の強化等に取り組むために

は、県域を越えた機能集約等の組織改革が不可欠です。それにより、専門性とＪＡ

の利便性を維持・向上しつつ、効率化を進め、要員や予算の機能強化分野への重点

投下を実現します。 
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③ 連合会とＪＡによる一体的な自動車損害調査体制の構築 

事故対応窓口の一本化による契約者・利用者対応力の向上を図りつつ効率化を実

現するため、連合会とＪＡによる一体的な損害調査体制を構築します。 

 

④ 仕組み・事務・電算システムの三位一体での再構築 

契約者ニーズへのきめ細かい対応やＪＡにおける事務負荷の軽減等を図るため、

仕組み・事務・電算システムの三位一体での見直しを行います。 

 

⑤ ＩＴの活用等によるＪＡの問合せ・相談機能等の支援 

ＪＡにおける問合せ・相談・手続き機能の強化を補完するため、連合会は、イン

ターネット等を活用した相談・照会、事務手続きができる環境を整備します。 

 

以 上 

 


